
⼀般社団⽇本健康・栄養システム学会 競争的資⾦等の不正防⽌計画 
 
１．期間内の責任体系の明確化 

不正発⽣要因 不正防⽌計画 
競争的資⾦等の運営及び管理に関す
る責任者や権限が不明瞭である。 

「⼀般社団⽇本健康・栄養システム学会 競争的資⾦等の取
扱いに関する規程」を制定し、期間内の責任体制を明確に
し、ホームページ上で公開し、期間内外に周知する。 

 
２．適正な運営・管理の基礎となる環境の整備 

不正発⽣要因 不正防⽌計画 
ルールに対する研究者及
び事務職員の認識が不⾜
する。 

研究者及び事務職員を対象とした説明会を開催し、積極的に参加を要請
するとともに、認識の共有をはかる。また、その理解度を把握する。 

ルールについて誤った運
⽤が⾏われる。 

ルールについて研究者等に疑問が⽣じた場合には、設置した相談 窓⼝に
おいて対応することにより、誤った運⽤を事前に防⽌す る。 
ルールとその運⽤に乖離がある場合は、適切な指導を⾏うとともに、原
因を分析した上で必要に応じてルール変更等も含めた対策を講じる。 

競争的資⾦等が税⾦を財
源とする公的研究費であ
るという意識が希薄であ
る。 

研究者および事務職員等の意識向上を図るため、⾏動規範を制定し、ホ
ームページ上で公開することとし、機関内外に周知する。 
競争的資⾦等の執⾏にあたっては、研究者や事務職員等から、使⽤ルー
ルを遵守する旨の誓約書を徴取する。 

 
３．研究費の適正な運営・管理活動 

不正発⽣要因 不正防⽌計画 
研究費が年度末まで未執⾏で ある。 事務職員は定期的に予算の執⾏状況を確認し、進⾏して

いない場 合は研究者へ執⾏を促す。 
納品検査を⾏う職員の役割等 が不明確と
なり納品の事実が 確認できず、架空納品
により 業者への預け⾦が発⽣する。 

発注、検収、⽀払業務に係る責任体系を明確にし、預け
⾦等の不 正に関与出来ない体制を構築する。また、「⼀
般社団法⼈⽇本健康・栄養システム学会 競争的資⾦等の
取扱いに関する規程」等の周知を図る。 

研究者と取引業者との関係が 緊密化し、
不正な取引を招く 懸念がある。 

研究者と取引業者との癒着を防⽌するため、取引業者か
ら、不正 な取引をしない旨の誓約書を徴取する（取引⾦
額が些少であるな どの⼀部業者を除く。） 

⾮常勤職員の雇⽤に係る⼿続 書類・本⼈
確認等が不⼗分で ある。 

⾮常勤職員を雇⽤する際、被雇⽤者⾃⾝に⼈事担当部署
へ必要書類を持参させ、⾯談により本⼈確認および勤務
場所の確認を⾏ う。また、⾯談計画を策定し、雇⽤時以
外にも⾯談を⾏う等、定期的に勤務実態を確認する。 

謝⾦に係る⼿続書類・実態確 認が不⼗分 事務担当者が謝⾦に係る⽀払書類受付時に、当該謝⾦に



である。 対する成 果物等の確認を⾏う。 
出張事実の確認が不⼗分である。 出張者に対し、出張計画書・出張報告書・領収書等を提

出する旨、事務担当者よりの依頼を徹底する。 
 
４．情報の伝達を確保する体制の確⽴ 

不正発⽣要因 不正防⽌計画 
不正を発⾒した者が不利益を 受けることを恐れ
て告発を躊躇する。 

「⼀般社団法⼈⽇本健康・栄養システム学会 公
益通報者保護規程」を改正施⾏し、不正を発⾒し
た者が不利益を受けない旨、説明会で周知する。 

研究者および事務職員が機関 の定めている競争
的資⾦等の ルールに関する理解度が低下 する。 

研究者および事務職員を対象とした説明会を実施
する。また、ルールに関する情報を積極的に周知
する。 

 
５．モニタリング(管理の在り⽅) 

不正発⽣要因 不正防⽌計画 
内部監査の実施⽅法が適切か 否かの検証が⾏わ
れていな い。 

競争的資⾦等に係る内部監査の実施⼿続につい
て、会計事務所等 の評価を受けながら、監査の
有効性を⾼めていく。 

競争的資⾦等の適正な運営・ 管理体制に係る指
摘、改善等 の情報伝達が不⼗分である。 

内部監査の結果を最⾼管理責任者まで報告するこ
とをルールとする。 

国等の制度変更により、整備 した競争的資⾦等
の管理・監 査体制及び不正防⽌計画が適 切なも
のでなくなる。 

不正防⽌推進委員会において、⾏政のルールの変
更点や公表された他の研究機関での不適正な⽀出
事例等を確認し、制度変更に対応する。 

 


